













（ 続紙 １ ）                             


































































（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
移転価格税制における所得相応性基準の適用については、1986年に米国におい
て初めて導入されて以来、我が国を始めとする世界各国で導入が課題となってき
たが、BEPS（税源侵食と利益移転）への対抗措置として、2015年にG20/OECDによ
る最終報告が行われ、OECD移転価格ガイドラインの改定が行われたことをうけ、
我が国においても導入のための議論が本格化しており、無形資産の扱いなどの問
題点が表出している。所得相応性基準についての先行研究には、我が国でも米国
の裁判例等を取り上げたものがあるが、今日の問題点が十分に考察されていたと
は言い難い。本論文は、このような背景を反映し、BEPSへの対抗措置という新た
な観点から、所得相応性基準導入に関する議論を本格的に展開したものであり、
意欲的な試みと評価できる。 
本論文は、BEPSの対抗措置での無形資産の包括的定義が、従来の無形資産への
移転価格税制の適用における範囲を越えるものであり、所得相応性基準の適用に
おいても、従来の米国での適用範囲を拡大する可能性があるという新たな視点か
ら検討を進めており、斬新さが認められる。 
検討では、①上記最終報告において、米国での医薬品業等における研究開発や
営業活動から創造された無形資産の価値だけでなく、事業再編等による新たなビ
ジネスモデルから創造された価値までをも対象として、所得相応性基準が適用さ
れる可能性があることを問題提起し、②バリューチェーン分析による所得相応性
基準の適用の可能性を指摘して二重課税問題の深刻化を指摘し、③我が国の導入
において検討すべき課題として、適用要件の厳格化と超過ロイヤルティの検証方
法に係る論点を明らかにしている。 
本論文は、米国での所得相応性基準の適用に係る裁判例の分析とOECDでのBEPS
への対抗措置策定のための議論を詳細に分析した成果であり、重要な視座を与え
るものであるが、課題も残されている。 
第一に、無形資産の包括的定義により捕捉すべき対象として、事業再編等によ
る新しいビジネスモデルの構築から創造された価値を取り上げているが、具体例
を示した議論が望まれる。 
第二に、我が国での移転価格税制適用の方向性を示しているが、現状分析をさ
らに詳細に行うことが望まれる。 
しかし、これらの点は解消可能であり、今後の研究の進展に期待をすべきであ
って、本論文の価値を貶めるものではない。 
以上の理由により、本論文は、博士（法学）の学位を授与するに相応しいもの
であると認められる。 
  
また、平成30年1月23日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行っ
た結果、合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表
に際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認め
る。 
 
